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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第68期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第69期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第68期

会計期間
自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日

自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日

売上高 (百万円) 8,296 6,975 30,689

経常損失（△） (百万円) △70 △99 △76

四半期(当期)純損失（△） (百万円) △155 △56 △301

純資産額 (百万円) 7,052 8,650 6,852

総資産額 (百万円) 20,971 21,667 20,942

１株当たり純資産額 (円) 145.11 123.41 140.56

１株当たり四半期(当期)
純損失（△）

(円) △3.24 △0.90 △6.28

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 33.2 39.4 32.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 606 1,027 291

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △180 △326 △602

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,085 615 △875

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 2,168 2,952 1,633

従業員数 (名) 928 873 891

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

なお、当社の第三者割当増資に伴い、豊田通商株式会社がその他の関係会社となりました。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、当社の第三者割当増資に伴い、以下の会社が新たにその他の関係会

社となりました。

名称 住所
資本金

又は出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
被所有割合
（％）

関係内容

(その他の関係会社） 

 豊田通商株式会社

　愛知県

名古屋市
64,936

各種物品の国内取引、輸
出入取引、外国間取引、
建設工事請負、各種保険
代理業務　等

33.4
業務提携

役員の兼任　１名

(注) １　議決権の被所有割合については、当第１四半期会計期間末日現在の株主名簿の記載内容が把握できないため、

直前の基準日（平成21年12月31日）以降に受領した大量保有報告書に基づいて記載しております。

　　 ２　豊田通商株式会社は有価証券報告書の提出会社であります。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 　 平成22年３月31日現在

従業員数(名) 873(1,217)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 　 平成22年３月31日現在

従業員数(名) 756(1,084)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。
　

部門名 生産高(百万円) 前年同四半期比（％）

食品事業 　 　

　パン部門 6,689 90.9

　和洋菓子部門 1,036 84.0

　その他 309 93.7

合計 8,035 90.1

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間において受注実績は、金額に重要性がないため記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。
　

部門名 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

食品事業 　 　

　パン部門 5,697 87.7

　和洋菓子部門 882 81.1

　その他 395 55.3

合計 6,975 84.1

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　従来、その他の事業「物流部門」（当第１四半期連結会計期間23百万円）は区分掲記しておりましたが、重要

性がないため当第１四半期連結会計期間より食品事業その他に含めて表示しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、一部に景気の持直しが見られたものの、設備投資

の抑制や雇用情勢の不安から個人消費の回復までには至らず、厳しい状況で推移いたしました。製パン

業界においても同様に厳しい状況が続いて現在に至っております。

このような状況の中、当第１四半期連結会計期間のパン部門の売上高は5,697百万円と前第１四半期

連結会計期間に比べ795百万円の減収、和洋菓子部門の売上高は882百万円と前第１四半期連結会計期

間に比べ205百万円の減収、その他の売上高は395百万円と前第１四半期連結会計期間に比べ319百万円

の減収となりました。よって、当第１四半期連結会計期間の売上高は6,975百万円と前第１四半期連結

会計期間に比べ1,321百万円の減収、前第１四半期連結会計期間比15.9％の減となりました。その主な

要因は、前第１四半期連結会計期間まで連結対象となっていた海外事業（ハワイにおける子会社）が

連結除外となったことによるものであります。

また、当第１四半期連結会計期間の営業損益は他社との低価格競争などの影響もあり115百万円の損

失 (前第１四半期連結会計期間は129百万円の営業損失) を計上し、経常損益につきましては、賃貸収

入など営業外収益が100百万円で支払利息など営業外費用84百万円を計上した結果99百万円の損失(前

第１四半期連結会計期間は70百万円の経常損失)となり、四半期純損益は56百万円の損失(前第１四半

期連結会計期間は155百万円の四半期純損失)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、現金及び預金の増加などにより、前連結会計年度末

に比べ725百万円増加し、21,667百万円となりました。負債につきましては、短期借入金、長期借入金の

減少などにより、前連結会計年度末に比べ1,072百万円減少し、13,017百万円となりました。また、純資

産は、新株式の発行による資本金の増などにより前連結会計年度末に比べ1,797百万円増加し、8,650百

万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計

年度末に比べ1,318百万円増加し、2,952百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における営業活動の資金収支は、税金等調整前四半期純損失104百万円を

計上しましたが、減価償却費200百万円や売上債権899百万円の回収などにより1,027百万円の資金を得

ることができました。

　なお、前第１四半期連結会計期間に比べ421百万円の収入の増加となりました。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における投資活動の資金収支は、有形固定資産の取得などにより326百万

円の支出となりました。

　なお、前第１四半期連結会計期間に比べ146百万円の支出の増加となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動の資金収支は、借入金の返済額1,141百万円、株式の発

行による収入1,797百万円などにより615百万円の資金を得ることできました。

　なお、前第１四半期連結会計期間に比べ1,701百万円の収入の増加となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、19百万円であります。な

お、当第１四半期連結会計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却

等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 132,000,000

計 132,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 69,299,00069,299,000
東京証券取引所
(市場第一部)

・権利内容になんら限定のない
当社における標準となる株式
・単元株式数1,000株

計 69,299,00069,299,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年１月27日
(注)

21,251 69,299 903 3,305 903 3,659

(注)　第三者割当　発行価格 85円　資本組入額 42.5円

　　割当先　豊田通商株式会社
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(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、豊田通商株式会社から平成22年２月１日付で東海財務局長に提出さ

れた大量保有報告書により平成22年１月27日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりま

すが、当社として当第１四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 株券保有割合
（千株） (％)

豊田通商株式会社 名古屋市中村区名駅四丁目９番８号 23,146 33.4

(注) 　平成22年１月27日付で豊田通商株式会社が主要株主となり、細貝理栄氏及び細貝隆志氏が主要株主でなくなってお

ります。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年12月31日の株主名簿により記載しております。な

お、平成22年１月27日に第三者割当増資を行っており、発行済株式数及び議決権の数それぞれ21,251千株

及び21,251個増加しております。

① 【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 49,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 　

47,853,000
47,853 ―

単元未満株式 普通株式 146,000 ― ―

発行済株式総数 48,048,000― ―

総株主の議決権 ― 47,853 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権１個)が含まれておりま

す。

　   ２　「単元未満株式」には当社所有の自己株式688株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
第一屋製パン株式会社

東京都小平市小川東町
３―６―１

49,000　　　　─ 49,000 0.10

計 ― 49,000　　　　─ 49,000 0.10
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年

１月 ２月 ３月

最高(円) 126 118 132

最低(円) 115 109 106

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動は次のとおりで

あります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役
代表取締役
専務取締役

細貝　隆志 平成22年４月12日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月

１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年

１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,041 1,802

受取手形及び売掛金 2,802 3,701

有価証券 － 46

商品及び製品 71 40

仕掛品 15 17

原材料及び貯蔵品 276 408

繰延税金資産 95 29

未収入金 82 96

その他 49 62

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 6,429 6,200

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,207 3,239

機械装置及び運搬具（純額） 2,600 2,527

工具、器具及び備品（純額） 96 100

土地 2,519 2,519

リース資産（純額） 551 557

建設仮勘定 443 60

有形固定資産合計 ※1, ※3
 9,418

※1, ※3
 9,004

無形固定資産 41 41

投資その他の資産

投資有価証券 762 677

賃貸固定資産（純額） ※2
 4,773

※2
 4,788

その他 254 240

貸倒引当金 △12 △11

投資その他の資産合計 5,778 5,695

固定資産合計 15,238 14,741

資産合計 21,667 20,942
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 756 863

短期借入金 5,481 6,302

リース債務 83 81

未払消費税等 97 31

未払費用 987 1,126

未払法人税等 17 42

賞与引当金 231 70

その他 253 134

流動負債合計 7,909 8,653

固定負債

長期借入金 － 320

リース債務 281 290

繰延税金負債 782 746

退職給付引当金 3,097 3,111

役員退職慰労引当金 220 216

長期割賦未払金 117 133

長期預り金 608 618

固定負債合計 5,108 5,436

負債合計 13,017 14,090

純資産の部

株主資本

資本金 3,305 2,402

資本剰余金 3,659 2,755

利益剰余金 1,537 1,594

自己株式 △8 △8

株主資本合計 8,493 6,744

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 52 2

評価・換算差額等合計 52 2

少数株主持分 104 105

純資産合計 8,650 6,852

負債純資産合計 21,667 20,942
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 8,296 6,975

売上原価 5,922 5,169

売上総利益 2,373 1,805

販売費及び一般管理費 ※1
 2,503

※1
 1,921

営業損失（△） △129 △115

営業外収益

受取利息及び配当金 1 0

賃貸収入 40 64

その他 78 34

営業外収益合計 121 100

営業外費用

支払利息 42 35

賃貸費用 15 22

その他 3 26

営業外費用合計 61 84

経常損失（△） △70 △99

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 － 0

関係会社損失引当金戻入額 8 －

特別利益合計 8 0

特別損失

固定資産除却損 8 4

投資有価証券評価損 143 －

その他 12 －

特別損失合計 164 4

税金等調整前四半期純損失（△） △226 △104

法人税、住民税及び事業税 11 10

法人税等調整額 △88 △63

法人税等合計 △76 △52

少数株主利益 5 4

四半期純損失（△） △155 △56
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △226 △104

減価償却費 194 200

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10 △13

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 3

賞与引当金の増減額（△は減少） 191 161

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 1

関係会社損失引当金の増減額（△は減少） △364 －

受取利息及び受取配当金 △1 △0

支払利息 42 35

投資有価証券売却損益（△は益） － △0

投資有価証券評価損益（△は益） 143 －

固定資産除却損 8 4

固定資産売却損益（△は益） △0 △0

売上債権の増減額（△は増加） 1,396 899

たな卸資産の増減額（△は増加） 141 104

仕入債務の増減額（△は減少） △177 △107

未払消費税等の増減額（△は減少） 12 66

未払費用の増減額（△は減少） △427 △138

未払金の増減額（△は減少） △571 △3

その他 325 △23

小計 678 1,083

利息及び配当金の受取額 1 0

利息の支払額 △39 △33

法人税等の支払額 △33 △23

営業活動によるキャッシュ・フロー 606 1,027

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） － 80

有価証券の償還による収入 － 46

有形固定資産の取得による支出 △177 △447

有形固定資産の売却による収入 4 0

有形固定資産の除却による支出 △2 △2

無形固定資産の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の取得による支出 △3 △2

投資有価証券の売却による収入 － 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △180 △326
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,051 △981

長期借入金の返済による支出 △20 △160

株式の発行による収入 － 1,797

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △19

長期割賦未払金の増加額 11 －

長期割賦未払金の支払額 △18 △15

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △7 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,085 615

現金及び現金同等物に係る換算差額 54 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △604 1,318

現金及び現金同等物の期首残高 2,795 1,633

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △22 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,168

※1
 2,952
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【簡便な会計処理】

　

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

１．固定資産の減価償　　　
　　　　却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分
して算出する方法を採用しております。

２．法人税等並びに繰延
税金資産及び繰延税
金負債の算定方法

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なもの
に限定する方法によっております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　23,715百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額　　23,584百万円

※２　賃貸固定資産の減価償却累計額　　 1,101百万円※２　賃貸固定資産の減価償却累計額　   1,086百万円

※３　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

※３　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
 至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
 至　平成22年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運送費　　　　　　　　 　989百万円 運送費　　　　　　　　 　891百万円

給料及び諸手当　　　 　　560 給料及び諸手当　　　 　　379

賞与引当金繰入額　　　  　88 賞与引当金繰入額　　　  　71

退職給付費用　　　 　　 　39 退職給付費用　　　 　　 　22

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
 至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
 至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,215百万円

預入期間が３か月超の定

期預金
△47

現金及び現金同等物 2,168
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,041百万円

預入期間が３か月超の定

期預金
△89

現金及び現金同等物 2,952
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年３月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　

至　平成22年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 69,299,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 50,601

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成22年１月27日付で豊田通商株式会社を割当先として第三者割当増資を実施いたしま

した。この結果、当第１四半期連結会計期間において資本金が903百万円、資本準備金が903百万円そ

れぞれ増加し、当第１四半期連結会計期間末において資本金が3,305百万円、資本剰余金が3,659百万

円となっております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

食品事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失の金額の合

計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

食品事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失の金額の合

計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
日本
(百万円)

米国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　

　(1)　外部顧客に対する売上高 7,079 1,217 8,296 ─ 8,296

　(2)　セグメント間の内部売上高又は振替高 ─ 0 0 0 ─

計 7,079 1,217 8,296 0 8,296

営業利益又は営業損失（△） △221 67 △154 24 △129

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によります。

(注) ２　有形固定資産の耐用年数について、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を契機として機械装置の耐用

年数の見直しを行っております。なお、この変更に伴い、日本について営業損失が12百万円減少しております。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　

　 米国 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,217 1,217

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ 8,296

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 14.7 14.7

(注)　国又は地域の区分は、地理的近接度によります。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

　 　

　 123.41円
　

　 　

　 140.56円
　

　

２　１株当たり四半期純損失金額等

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△）　　　　　△3.24円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額（△）　　　　　△0.90円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。
　

　

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第１四半期
連結累計期間

(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

当第１四半期
連結累計期間

(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△) (百万円) △155 △56

普通株主に帰属しない金額　(百万円) ─ ─

普通株主に係る四半期純損失（△）　(百万円) △155 △56

普通株式の期中平均株式数　(千株) 48,000 63,109

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月13日

第一屋製パン株式会社

代表取締役社長　細　貝　理　栄　殿

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　多　　田　　　　修　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　下　　田　　琢　　磨　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一

屋製パン株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一屋製パン株式会社及び連結子会社の平成

21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年５月14日

第一屋製パン株式会社

代表取締役社長　細　貝　理　栄　殿

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　多　　田　　　　修　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　下　　田　　琢　　磨　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一

屋製パン株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成

22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一屋製パン株式会社及び連結子会社の平成

22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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